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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（Ａ-ii）エポキシ樹脂（ａ１）と液状フェノール変性炭化水素樹脂（ａ３）とを含み、
ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）を含まない主剤（ただし、主剤１００重量％に対して
、前記（ａ３）の含有量は５～４０重量％である。）と、
（Ｂ-ii）モノまたはポリアルキレングリコールのジアミノアルキルエーテル（ポリアル
キレングリコールのアルキレングリコール数は２～１０である）をポリカルボン酸で変性
したポリアミドアミンから選ばれた少なくとも１種のアミン系硬化剤（ｂ１-1）を含む硬
化剤成分と
を、主剤（Ａ-ii）１００重量部に対して、硬化剤成分（Ｂ-ii）を５～２００重量部の範
囲で含有するエポキシ樹脂組成物からなる防食塗料組成物であって、
　前記防食塗料組成物から形成された塗膜を室温（２０℃）で７日間自然乾燥後に、さら
に８０℃で４時間乾燥した完全硬化塗膜の、ＪＩＳ　Ｋ－７１１３に準拠して測定される
破断伸び率が、４～２０％である防食塗料組成物。
【請求項２】
　前記主剤（Ａ-ii）が、非反応性の可撓性付与樹脂、反応性希釈剤、顔料成分、付着強
化剤、熱可塑性樹脂、可塑剤、無機脱水剤、溶剤、タレ止め・沈降防止剤、および防汚剤
からなる群より選択される少なくとも１種の成分をさらに含む、請求項１に記載の防食塗
料組成物。
【請求項３】
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　上記硬化剤成分（Ｂ-ii）が、さらに、上記アミン系硬化剤（ｂ１-1）以外の汎用アミ
ン系硬化剤（ｂ１-2）を含む、請求項１または２に記載の防食塗料組成物。
【請求項４】
　上記汎用アミン系硬化剤（ｂ１-2）が、上記アミン系硬化剤（ｂ１-1）以外のポリアミ
ドアミン、マンニッヒ変性脂肪族ポリアミン、フェノルカミンアダクトからなる群から選
ばれた少なくとも１種の汎用アミン系硬化剤である請求項３に記載の防食塗料組成物。
【請求項５】
　上記アミン系硬化剤（ｂ１-1）１重量部に対して、上記汎用アミン系硬化剤（ｂ１-2）
を０．１～１０重量部の量で用いる、請求項３または４に記載の防食塗料組成物。
【請求項６】
　上記エポキシ樹脂（ａ１）が、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂である、請求項１～５
のいずれかに記載の防食塗料組成物。
【請求項７】
　上記防食塗料組成物の用途が、船舶のウォーターバラストタンク用である請求項１～６
のいずれかに記載の防食塗料組成物。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれかに記載の防食塗料組成物から形成された塗膜であって、該塗膜
を室温（２０℃）で７日間自然乾燥後に、さらに８０℃で４時間乾燥した完全硬化塗膜の
、ＪＩＳ　Ｋ－７１１３に準拠して測定される破断伸び率が、４～２０％である塗膜。
【請求項９】
　請求項８に記載の塗膜で基材表面が被覆された被覆基材。
【請求項１０】
　基材表面を、請求項８に記載の塗膜で被覆することを特徴とする防食方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高伸び率を有する塗膜を形成可能なエポキシ樹脂組成物、防食塗料組成物、
その塗膜、その塗膜で被覆された基材、並びに基材の防食方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、船舶および陸上・海洋鋼構造物等の基材表面には、防食塗装が施されているが、
形成された防食塗膜は、経時的に硬化、乾燥が進行して可撓性（伸び率）が低下し、その
塗膜は脆くなり、物性が低下して、やがて部分的な鋼材の応力歪みに追随し得なくなって
、塗膜にはクラックが生じやすくなる。
【０００３】
　そして生じた塗膜のクラックから発錆して鋼板などの基材は腐食し、船舶あるいは陸上
・海洋構造物への浸水、崩壊など、種々の問題が発生する。特に、近年の造船業界では、
タンカー損壊時の海洋汚染防止の見地から船体を二重構造にするダブルハル化（double h
ull）が進行しつつあり、これに伴う船体重量の増加を抑えるために、ハイテン鋼（high-
tensile-strength steel、高張力鋼）が多用され、板厚の薄い鋼板が使用されている。
【０００４】
　このような原油タンカー、プロダクトキャリヤー、ケミカルタンカー等のウオーターバ
ラストタンクなど、船舶や陸上、海洋の構造物では、ハイテン鋼の応力歪みにより、鋼板
の溶接接合部である溶接シーム部（lap seam weld）、あるいは、鋼板等のＴ継手部の溶
接において溶接線の交差による熱的影響を避けるために一方の鋼板に設ける扇型の切欠で
あるスカラップ部（scallop）などに塗膜のクラックが発生し、鋼板が腐食するケースが
しばしば報告され、この対策が重要な課題となっている。
【０００５】
　また、船舶の１種であるバラ積貨物船（バルクキャリアー）、鉱石・石炭運搬船などで
は、積荷の上げ下ろしの際にブルドーザーなどの重機を用いることがある。この際に、貨
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物倉（カーゴホールド）のタンクトップ部鋼板に大きなダメージであるへこみや突出等の
変形が生じて、カーゴホールド下部のウォーターバラストタンクに塗装されている防食塗
膜にクラックが生じ、鋼板が腐食することがある。
【０００６】
　本発明者らは、鋼板等にこのようなへこみや突出などが生じた場合に、その表裏面など
に塗設されている塗膜が基材鋼板の変形にスムーズに追随して伸縮あるいは屈曲して、該
塗膜にクラック等が生じないような、高可撓性（高伸び率）の防食塗膜を得るべく鋭意研
究を重ねたところ、驚くべきことに、（イ）：エポキシ樹脂、ウレタン変性エポキシ樹脂
および／または液状炭化水素樹脂を含む主剤成分と、エポキシ樹脂用硬化剤からなる硬化
剤成分とを含有するエポキシ樹脂組成物からなる塗膜（防食塗膜）、あるいは、（ロ）：
上記エポキシ樹脂を含む主剤と、高弾性付与性アミン系硬化剤を含む硬化剤成分とを含有
するエポキシ樹脂組成物からなる塗膜（防食塗膜）、（ハ）：エポキシ樹脂、ウレタン変
性エポキシ樹脂および／または液状炭化水素樹脂を含む主剤成分と、高弾性付与性アミン
系硬化剤を含む硬化剤成分とを含有するエポキシ樹脂組成物からなる塗膜（防食塗膜）な
どによれば、上記問題点を一挙に解決できることなどを見出して、本発明を完成するに至
った。
【０００７】
　なお、（１）：特開平９－２６３７１３号公報には、タールを含まず、特にバラストタ
ンク等の船舶内部の塗装に有用な防食塗料として、（Ａ）エポキシ樹脂、（Ｂ）アミン系
硬化剤、および（Ｃ）水酸基含有石油樹脂からなり、この水酸基含有石油樹脂成分（Ｃ）
を硬化樹脂固形分１００重量部に対して２０～５００重量部で含有する防食塗料組成物が
開示されている。上記水酸基含有石油樹脂（Ｃ）としては、水酸基を含有し、常温で固体
状の石油樹脂で、その軟化点が５０～１５０℃のものが好ましいと記載されている。
【０００８】
　また、該防食塗料組成物によれば、硬化樹脂と石油樹脂との相溶性が良好で、安全衛生
上問題がなく、防食性、耐水性、付着性が良好で、明色の塗膜を形成できる旨記載されて
いる。しかしながら、該公報（１）に記載の防食塗料組成物からなる塗膜では、経時的に
乾燥が進むにつれて可撓性（伸び率）が低下して、物性も低下するという問題点があった
。
【０００９】
　また、（２）：特公昭５９－２４６８号公報には、(i)エポキシ樹脂のエポキシ基１当
量に対して、ポリサルファイド樹脂のメルカプタン基を０．０３～０．０６当量の割合で
付加させたポリサルファイド付加エポキシ樹脂と、(ii)硬化剤とよりなるエポキシ樹脂防
食塗料組成物が記載されている。該硬化剤(ii)としては、脂肪族ポリアミン、複素環状ジ
アミン、アミンアダクト樹脂、変性ポリアミン、変性ポリアミド樹脂、ポリイソシアネー
ト、芳香族ポリアミンなどが挙げられている。
【００１０】
　しかしながら、該エポキシ樹脂防食塗料組成物からなる塗膜は、経時的に塗膜の可撓性
（伸び率）が低下してしまい不十分であり、また該塗料は製造コストも高いとの問題点が
あった。
【特許文献１】特開平９－２６３７１３号公報
【特許文献２】特公昭５９－２４６８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、上記のような従来技術に伴う問題点を解決しようとするものであって、高可
撓性（高伸び率）を有する塗膜を形成可能なエポキシ樹脂組成物、防食塗料組成物、その
塗膜、その塗膜で被覆された基材、並びに基材の防食方法を提供することを目的としてい
る。
【課題を解決するための手段】
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【００１２】
　本発明に係る第１のエポキシ樹脂組成物および防食塗料組成物（以下、まとめて第１の
組成物とも言う。）は、（Ａ-i）エポキシ樹脂（ａ１）、ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ
２）および／または液状炭化水素樹脂（ａ３）を含む主剤成分と、（Ｂ-i）エポキシ樹脂
用硬化剤（ｂ１）を含む硬化剤成分と、を含有することを特徴としている。
【００１３】
　上記本発明においては、上記主剤成分（Ａ-i）が、エポキシ樹脂（ａ１）、ウレタン変
性エポキシ樹脂（ａ２）および液状炭化水素樹脂（ａ３）を含むことが好ましく、さらに
好ましくは、上記エポキシ樹脂（ａ１）が、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂であり、上
記液状炭化水素樹脂（ａ３）が、液状フェノール変性炭化水素樹脂であることが望ましい
。
【００１４】
　本発明の好ましい態様においては、上記主剤成分（Ａ-i）が、エポキシ樹脂（ａ１）、
ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）および液状炭化水素樹脂（ａ３）の固形分合計１００
重量部に対して、エポキシ樹脂（ａ１）を１０～１００重量部（全量）の量で含んでいて
もよいが、好ましくは１０～９９．９重量部、さらに好ましくは１０～９８重量部、特に
好ましくは４０～８０重量部の量で、ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）を０～５０重量
部でもよいが、好ましくは０．１～５０重量部、さらに好ましくは２～５０重量部、特に
好ましくは５～４０重量部の量で、および液状炭化水素樹脂（ａ３）を０～７０重量部、
好ましくは５～３０重量部の量で含むことが望ましい。
【００１５】
　上記本発明においては、上記主剤成分（Ａ-i）１００重量部に対して、硬化剤成分（Ｂ
-i）が５～２００重量部で含まれていることが好ましい。本発明に係る第２のエポキシ樹
脂組成物および防食塗料組成物（以下、まとめて第２の組成物とも言う。）は、（Ａ-ii
）エポキシ樹脂（ａ１）または、エポキシ樹脂（ａ１）と液状炭化水素樹脂（ａ３）とを
含む主剤と、（Ｂ-ii）高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）を含む硬化剤成分と、を
含有することを特徴としている。
【００１６】
　このような第２の組成物では、上記高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）が、モノま
たはポリアルキレングリコールのジアミノアルキルエーテルまたはさらにそれをポリカル
ボン酸で変性したポリアミドアミンであることが好ましい。本発明に係る上記第２の組成
物では、上記硬化剤成分（Ｂ-ii）が、さらに、上記高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-
1）以外の汎用アミン系硬化剤（ｂ１-2）を含むことが好ましく、さらには、上記高弾性
付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）が、モノまたはポリアルキレングリコールのジアミノア
ルキルエーテルまたはさらにそれをポリカルボン酸で変性したポリアミドアミンからなる
群から選ばれた少なくとも１種の高弾性付与性アミン系硬化剤であり、上記汎用アミン系
硬化剤（ｂ１-2）が、ポリアミドアミン、マンニッヒ変性脂肪族ポリアミン、フェノルカ
ミンアダクトからなる群から選ばれた少なくとも１種の汎用アミン系硬化剤であることが
望ましい。
【００１７】
　本発明に係る第２の組成物では、上記主剤（Ａ-ii）１００重量部に対して、硬化剤成
分（Ｂ-ii）が５～２００重量部の量で含まれていることが好ましい。本発明に係る第３
のエポキシ樹脂組成物および防食塗料組成物（以下、まとめて第３の組成物とも言う。）
は、（Ａ-iii）エポキシ樹脂（ａ１）、ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）および／また
は液状炭化水素樹脂（ａ３）を含む主剤成分と、（Ｂ-iii）高弾性付与性アミン系硬化剤
（ｂ１-1）を含む硬化剤成分と、を含有することを特徴としている。
【００１８】
　本発明に係る第３の組成物では、上記主剤成分（Ａ-iii）が、エポキシ樹脂（ａ１）、
ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）および液状炭化水素樹脂（ａ３）を含むことが好まし
く、さらには、上記エポキシ樹脂（ａ１）が、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂であり、
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上記液状炭化水素樹脂（ａ３）が、液状フェノール変性炭化水素樹脂であることが望まし
い。
【００１９】
　本発明に係る上記第３の組成物では、上記主剤成分（Ａ-iii）が、エポキシ樹脂（ａ１
）、ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）および液状炭化水素樹脂（ａ３）の固形分（非揮
発性の塗膜形成要素、以下同様）合計１００重量部に対して、エポキシ樹脂（ａ１）を１
０～１００重量部の量で含んでいてもよいが、好ましくは１０～９９．９重量部、さらに
好ましくは１０～９８重量部、特に好ましくは４０～８０重量部の量で、ウレタン変性エ
ポキシ樹脂（ａ２）を０～５０重量部でもよいが、好ましくは０．１～５０重量部、さら
に好ましくは２～５０重量部、特に好ましくは５～４０重量部の量で、および液状炭化水
素樹脂（ａ３）を０～７０重量部、好ましくは５～３０重量部の量で含むことが好ましい
。
【００２０】
　本発明に係る第３の組成物では、上記主剤成分（Ａ-iii）１００重量部に対して、硬化
剤成分（Ｂ-iii）が５～２００重量部の量で含まれていることが好ましい。本発明に係る
塗膜は、上記のエポキシ樹脂組成物からなる防食塗料組成物から形成されており、高伸び
率を有する塗膜である。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明に係る被覆基材は、上記の塗膜で基材表面が被覆されていることを特徴としてい
る。本発明に係る基材の防食方法は、基材表面を、上記の塗膜で被覆することを特徴とし
ている。本発明によれば、高可撓性（高伸び率）を有する塗膜を形成可能なエポキシ樹脂
組成物、防食塗料組成物、その塗膜、その塗膜で被覆された基材、並びに基材の防食方法
が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、本発明に係る高可撓性（高伸び率）を有する塗膜を形成可能なエポキシ樹脂組成
物、防食塗料組成物、その塗膜、その塗膜で被覆された基材、並びに基材の防食方法につ
いて具体的に説明する。
＜第１のエポキシ樹脂組成物および防食塗料組成物＞
　本発明に係る第１のエポキシ樹脂組成物および防食塗料組成物（これらをまとめて第１
の組成物、第１の発明などとも言う。）には、（Ａ-i）エポキシ樹脂（ａ１）、ウレタン
変性エポキシ樹脂（ａ２）および／または液状炭化水素樹脂（ａ３）を含む主剤成分と、
（Ｂ-i）エポキシ樹脂用硬化剤（ｂ１）を含む硬化剤成分と、が含有されている。なお、
この主剤成分（Ａ-i）や、硬化剤成分（Ｂ-i）には、これら以外に、後述するような各種
成分が含まれていてもよい。
【００２３】
　この第１の組成物は、安価で高可撓性を有するという特徴を有している。
［主剤成分（Ａ-i）］
　このような第１の本発明においては、上記主剤成分（Ａ-i）として、エポキシ樹脂（ａ
１）とウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）と液状炭化水素樹脂（ａ３）を含んでいてもよ
く、エポキシ樹脂（ａ１）とウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）とを含んでいてもよく、
エポキシ樹脂（ａ１）と液状炭化水素樹脂（ａ３）を含んでいてもよい。
【００２４】
　本発明の好ましい態様では、上記主剤成分（Ａ-i）が、エポキシ樹脂（ａ１）、ウレタ
ン変性エポキシ樹脂（ａ２）および液状炭化水素樹脂（ａ３）を含むことが好ましい。さ
らに好ましくは、上記エポキシ樹脂（ａ１）が、下記ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂で
あり、上記液状炭化水素樹脂（ａ３）が、後述する液状フェノール変性炭化水素樹脂であ
ることが望ましい。
【００２５】
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　以下、主剤成分（Ａ-i）に含まれるエポキシ樹脂（ａ１）、さらにはウレタン変性エポ
キシ樹脂（ａ２）、液状炭化水素樹脂（ａ３）について順次説明する。
＜エポキシ樹脂（ａ１）＞
　上記主剤成分（Ａ-i）に含まれるエポキシ樹脂（ａ１）としては、本願出願人が先に提
案した特開平１１－３４３４５４号公報、 特開平１０－２５９３５１号公報などに記載
の非タール系エポキシ樹脂を用いることができる。
【００２６】
　該エポキシ樹脂（ａ１）としては、分子内に２個以上のエポキシ基を含むポリマーある
いはオリゴマー、およびそのエポキシ基の開環反応によって生成するポリマーあるいはオ
リゴマーが挙げられる。このようなエポキシ樹脂としては、ビスフェノール型エポキシ樹
脂、グリシジルエステル系エポキシ樹脂、グリシジルアミン系エポキシ樹脂、フェノール
ノボラック型エポキシ樹脂、クレゾール型エポキシ樹脂、ダイマー酸変性エポキシ樹脂、
脂肪族エポキシ樹脂、脂環族エポキシ樹脂、エポキシ化油系エポキシ樹脂などのエポキシ
樹脂などが挙げられる。中でも、ビスフェノール型エポキシ樹脂が好ましく、さらにはビ
スフェノールＡタイプ、Ｆタイプのエポキシ樹脂が好ましく、特にビスフェノールＡタイ
プのエポキシ樹脂が好ましく用いられる。ビスフェノール型エポキシ樹脂を用いると、密
着力の優れた塗膜を形成することができる。
【００２７】
　このようなエポキシ樹脂としては、例えば、エピクロルヒドリン－ビスフェノールＡエ
ポキシ樹脂（ビスフェノールＡジグリシジルエーテルタイプ）；エピクロルヒドリン－ビ
スフェノールＡＤエポキシ樹脂；エピクロルヒドリンとビスフェノールＦ（４，４'-メチ
レンビスフェノール）とが縮重合反応した構造のエポキシノボラック樹脂；３，４-エポ
キシフェノキシ-３'，４'-エポキシフェニルカルボキシメタン等が縮重合反応した脂環式
エポキシ樹脂；エピクロルヒドリン－ビスフェノールＡエポキシ樹脂中のベンゼン環に結
合している水素原子の少なくとも１部が臭素置換された構造の臭素化エポキシ樹脂；エピ
クロルヒドリンと脂肪族２価アルコールとが反応した構造の脂肪族エポキシ樹脂；エピク
ロルヒドリンとトリ（ヒドロキシフェニル）メタンとが縮重合反応した構造の多官能性エ
ポキシ樹脂などが挙げられる。
【００２８】
　特に好ましく用いられる、ビスフェノールＡタイプのエポキシ樹脂としては、上記例示
も含めて、たとえばビスフェノールＡジグリシジルエーテル、ビスフェノールＡポリプロ
ピレンオキシドジグリシジルエーテル、ビスフェノールＡエチレンオキシドジグリシジル
エーテル、水添ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、水添ビスフェノールＡプロピレ
ンオキシドジグリシジルエーテル等のビスフェノールＡ型ジグリシジルエーテルなどの縮
重合物が挙げられる。
【００２９】
　本発明においては、このようなエポキシ樹脂は、１種または２種以上組み合わせて用い
ることができる。このように２種以上のエポキシ樹脂を組み合わせて用いる場合には、エ
ポキシ樹脂の上記分子量、エポキシ当量は、何れもその平均値で示す。このようなエポキ
シ樹脂のうちでは、常温（１５～２５℃の温度、以下同様。）で液状～固体のものが好ま
しく、また、そのエポキシ当量が１５０～１０００g/equiv、好ましくは１５０～６００g
/equiv、特に好ましくは１８０～５００g/equivのものが望ましい。
【００３０】
　このようなエポキシ樹脂の平均分子量等は、得られる塗料の塗装硬化条件（例：常乾塗
装あるいは焼付け塗装等）などにも依り、一概に決定されないが、その分子量が通常３５
０～２０，０００であり、粘度が１２０００～１５０００ｃＰｓ／２５℃であり、エポキ
シ当量が上記範囲のものが用いられる。代表的な上記エポキシ樹脂としては、常温で液状
のものでは、「エピコート（Ｒ）８２８,一般名：ビスフェノールＡジグリシジルエーテ
ル」（シェル（株）製、エポキシ当量１８０～１９０、粘度１２，０００～１５，０００
ｃＰｓ／２５℃）、「エポトート（Ｒ）ＹＤＦ－１７０、一般名：ビスフェノールＦジグ
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リシジルエーテル」（東都化成（株）製、エポキシ当量１６０～１８０、粘度２，０００
～５，０００ｃＰｓ／２５℃）、「フレップ（Ｒ）６０」（東レチオコール（株）製、エ
ポキシ当量約２８０、粘度約１７，０００ｃＰｓ／２５℃）、「エピコート（Ｒ）８２８
Ｘ－９０、一般名：ビスフェノールＡジグリシジルエーテル・キシレン溶液」（８２８タ
イプエポキシ樹脂、シェル（株）製、エポキシ当量約２１０）、「エピコート（Ｒ）８３
４Ｘ－８５、一般名：ビスフェノールＡ型エポキシ・キシレン溶液」（８３４タイプエポ
キシ樹脂、シェル（株）製、エポキシ当量約２８２）、「エピコート（Ｒ）１００１Ｘ－
７５、一般名：ビスフェノールＡ型エポキシ・キシレン溶液」（１００１タイプエポキシ
樹脂、シェル（株）製、エポキシ当量約６３３）、などを挙げることができ、常温で半固
型状のものでは、「エポトート（Ｒ）ＹＤ－１３４、一般名：ビスフェノールＡ型エポキ
シ」（東都化成（株）製、エポキシ当量２３０～２７０）などを挙げることができ、常温
で固型状のものでは、「エピコート（Ｒ）１００１、一般名：ビスフェノールＡ型エポキ
シ」（シェル（株）製、エポキシ当量４５０～５００）などを挙げることができる。本発
明においては、これらエポキシ樹脂を１種または２種以上含んでいてもよい。なお、上記
商品名の（Ｒ）は登録商標等を示す。
【００３１】
　本発明においては、上記のエポキシ樹脂と共に、例えば、エポキシ当量が上記範囲を超
えるなど、上記以外のエポキシ樹脂を本発明の目的に反しない程度の少量で用いることが
できる。本発明においては、上記エポキシ樹脂（ａ１）は、主剤成分（Ａ-i）中に、通常
５～８０重量％、好ましくは５～５０重量％の量で含まれ、本発明の組成物中には通常５
～４０重量％、好ましくは１０～３０重量％の量で含まれていることが望ましい。
【００３２】
　また、主剤成分（Ａ-i）中のエポキシ樹脂（ａ１）とウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２
）と液状炭化水素樹脂（ａ３）の固形分合計１００重量部中に、エポキシ樹脂（ａ１）は
、固形分として、１０～１００重量部、好ましくは４０～８０重量部の量で含まれている
ことが好ましい。このような量でエポキシ樹脂（ａ１）が含まれていると、得られるエポ
キシ樹脂組成物は、高伸び率を有する組成物なり、また得られる塗膜は、高可撓性を有し
、耐クラック性が良好となる傾向がある。
＜ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）＞
　ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）は、分子内にエポキシ基とウレタン結合とを有し、
反応性を有し、しかも得られる塗膜に可撓性を付与できる樹脂で、このようなウレタン変
性エポキシ樹脂としては、従来より公知のものを広く使用でき、例えば、特開平１０－２
７８１７２号公報、特開２００１－１１３６５号公報、特開２０００－１１９６２３号公
報等に記載のものを使用することができる。
【００３３】
　例えば、このウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）は、例えば、特開平１０－２７８１７
２号公報［００５３］～［００５７］にも記載されているように、ウレタン変性のベース
となる上記エポキシ樹脂（ａ１）に、下記のイソシアネート化合物（すなわちイソシアネ
ート基含有ウレタン反応物）を反応させることにより得ることができる。使用されるイソ
シアネート化合物（イソシアネート基含有ウレタン反応物）は、１分子中に少なくとも２
個のイソシアネート基を有する脂肪族、脂環族、または芳香族化合物、もしくは、それら
の化合物（これらをまとめてポリイソシアネートとも言う。）を、多価アルコール（ポリ
オール）で部分反応せしめてなり、１分子中に少なくとも２個のイソシアネート基が残存
する化合物が挙げられる。
【００３４】
　該ポリイソシアネートとしては、ｍ－またはｐ－フェニレンジイソシアネート、２，４
－または２，６－トリレンジイソシアネートまたはｐ－キシレンジイソシアネート、ヘキ
サメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシ
アネート、ナフタレンジイソシアネート等が挙げられ、また、上記多価アルコールとして
は、エチレングリコール、プロピレングリコール等の２価アルコール類、グリセリン、ト
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リメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、ソルビトール、ジペンタエリスリトール
等の多価アルコールが挙げられる。
【００３５】
　ウレタン変性エポキシ樹脂の調製において、エポキシ樹脂と該イソシアネート基含有ウ
レタン反応物は、エポキシ樹脂１００重量部に対し、該イソシアネート基含有ウレタン反
応物１０～１００重量部の割合で反応させるのが充分な加工性を有し、しかも強靱な被膜
が得られ、他の層（塗膜）との密着性に優れ、得られる樹脂の高分子化が適度の範囲とな
り、粘度も適度であり、皮膜形成時の塗装性も良好となるなどのため好ましい。エポキシ
樹脂と該イソシアネート基含有ウレタン反応物との反応は、無触媒でも十分可能であるが
、必要に応じて、公知の触媒、例えば、第３級アミン、有機化合物等を添加することもで
きる。
【００３６】
　また本発明では、ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）としては、例えば、特開２００１
－１１３６５号公報［００３７］～［００３８］にも記載されているように、例えば、ユ
ニットの炭素原子数が１～４個のポリアルキレンポリオール（一分子中の水酸基の数は１
～４個）と上記ポリイソシアネートを反応させポリウレタンを得た後、ビスフェノールＡ
型エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂等の上記エポキシ樹脂（ａ１）とさらに反応させる
ことにより得られる。
【００３７】
　例えば、分子量８００のポリテトラメチレングリコールとトリレンジイソシアネートを
１．５：１の当量比で反応させて得たポリウレタンとビスフェノールＡ型エポキシ樹脂と
を反応させたもの等が挙げられる。また、本発明では、ポリオキシプロピレングリコール
（ＰＰＧ）により変性したウレタン変性エポキシ樹脂を用いてもよく、具体的には大日本
インキ化学工業社製の「エピタン（Ｒ）Ｅ１９５」、旭電化工業社製の「アデカレジン（
Ｒ）ＥＰＵ７８－１１」等が挙げられる。このウレタン変性エポキシ樹脂は、例えば分子
量３００～３０００のポリオキシプロピレングリコール（ＰＰＧ）に過剰量の上記ポリイ
ソシアネートを反応させて末端に遊離のイソシアネート基を有するウレタンプレポリマー
を得た後、これに１分子中に少なくとも２個の水酸基を有するエポキシ樹脂を反応させる
ことにより製造することができる。さらに本発明で使用できるウレタン変性エポキシ樹脂
として、上市されているものでは、「アンカレツ（Ｒ）２３６４」／エアープロダクツ社
製、「ＥＰＵ（Ｒ）－８０」および「ＥＰＵ（Ｒ）－５６」／旭電化工業（株）製などが
好ましい。
【００３８】
　本発明では、ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）のエポキシ当量は、１００～５０００
の範囲であることが好ましい。エポキシ当量がこのような範囲にあると、樹脂の分子量が
適度であり、十分な強靱性を有する皮膜を形成することができ、加工性や後塗装密着性が
良好であり、また、強靱な皮膜が得られる傾向がある。本発明においては、このようなウ
レタン変性エポキシ樹脂（ａ２）は、１種または２種以上組み合わせて用いることができ
る。このように２種以上のウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）を組み合わせて用いる場合
には、ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）の上記分子量、エポキシ当量は、何れもその平
均値で示す。
【００３９】
　このようなウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）のうちでは、常温（１５～２５℃の温度
）で固形～液状のものが好ましく、また、そのエポキシ当量が２００～２０００g/equiv
、好ましくは４００～１５００g/equivのものが望ましい。このようなウレタン変性エポ
キシ樹脂（ａ２）の粘度は２０００～５００００ｃＰｓ／２５℃であり、エポキシ当量が
上記範囲のものが用いられる。
【００４０】
　本発明においては、上記ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）は、主剤成分（Ａ-i）中に
、通常２～５０重量％、好ましくは２～３０重量％の量で含まれ、本発明の組成物中には
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通常２～２０重量％、好ましくは２～１０重量％の量で含まれていることが望ましい。ま
た、主剤成分（Ａ-i）中のエポキシ樹脂（ａ１）とウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）と
液状炭化水素樹脂（ａ３）の固形分（非揮発性の塗膜形成要素）合計１００重量部中に、
ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）は固形分として、好ましくは、０．１～５０重量部、
さらに好ましくは２～５０重量部、特に好ましくは５～４０重量部の量で含まれているこ
とが望ましい。このような量でウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）が含まれていると、得
られるエポキシ樹脂組成物は、高伸び率を有する組成物となり、また得られる塗膜は、高
可撓性を有し、耐クラック性が良好な塗膜となる傾向がある。
＜液状炭化水素樹脂（ａ３）＞
　液状炭化水素樹脂（液状の石油樹脂）（ａ３）としては、従来より公知のものを広く使
用でき、ナフサを熱分解して得られる低沸点留分であって、主成分は脂肪族炭化水素の共
重合体である。この液状炭化水素樹脂（ａ３）としては、例えば、特開平８－１２７７５
８号公報［０００５］欄等に記載されているような、脂環式炭化水素構造単位及び鎖式炭
化水素構造単位からなる、飽和又は不飽和の脂肪族炭化水素樹脂を主成分とし、かつ液状
のものを用いることができる。
【００４１】
　この脂肪族炭化水素樹脂としては、１，３－ペンタジエン、イソプレン、２－メチル－
１－ブテン、２－メチル－２－ブテン等の鎖式炭化水素、シクロペンタジエン等の脂環式
炭化水素などを含む主に石油のＣ５留分を、フリーデルクラフツ触媒等の触媒を用いて重
合して得られるオリゴマーで、常温で液状の樹脂や、これにさらに水素添加することによ
り得られる常温で液状の樹脂が好ましい。これら液状の脂肪族炭化水素樹脂としては、数
平均分子量が１００～１，０００、さらには１５０～５００のものが好ましい。また、得
られる組成物の粘度、タック、接着力等の点からは、水素添加されていない不飽和脂肪族
液状炭化水素樹脂を用いるのが好ましい。これらの脂肪族液状炭化水素樹脂としては、例
えば「マルカクリア（Ｒ）Ｖ、Ｌ、Ｈ」（丸善石油化学（株）製）等の市販品がある。ま
た、本発明においては、液状炭化水素樹脂（ａ３）として、スチレン、ビニルトルエン、
イソプロペニルトルエン、インデン等の芳香族オレフィンを主に含むＣ９石油留分の重合
物などの芳香族系石油樹脂またはそのフェノール変性物などの変性物、液状ポリブタジエ
ン、エチレン系共重合樹脂（エチレン－酢酸ビニル共重合樹脂、エチレン－エチルアクリ
レート共重合樹脂等）またはその変性物、合成ゴム（ブタジエンゴム、イソプレンゴム、
ネオプレンゴム等）であって、何れも液状のものを単独で使用してもよく、または液状～
固形のものを、上記脂肪族液状炭化水素樹脂などと併用することができる。また、本発明
では、Ｃ５留分とＣ９留分を共重合させた共重合系石油樹脂、上記Ｃ５留分中のジエン類
（シクロペンタジエン、１，３－ペンタジエンなど）が一部環化重合した脂肪族系石油樹
脂、芳香族系石油樹脂に水素添加した樹脂、ジシクロペンタジエンを重合させた脂環族系
石油樹脂などであって液状のものを単独で、または液状～固形のものを、上記液状炭化水
素樹脂と併用することができる。特に、本発明では、液状炭化水素樹脂（液状石油樹脂）
（ａ３）としては、液状フェノール変性炭化水素樹脂が好ましく用いられる。
【００４２】
　フェノール変性炭化水素樹脂としては、例えば、特開平９－２６８２０９号公報［００
１４］～［００１５］、特開平７－１９６７９３号公報［００１２］等にも記載されてい
るように、石油の分解油留分に含まれるジオレフィン及びモノオレフィン類を、フェノー
ル類（フェノール化合物）と共重合させたものが挙げられる。さらに詳しくは、該フェノ
ール変性炭化水素樹脂は、分解油留分のうち、Ｃ５留分を原料にしたＣ５系（脂肪族系）
石油樹脂、Ｃ９留分を原料にしたＣ９系（芳香族系）石油樹脂、Ｃ５・Ｃ９共重合石油樹
脂、又はＣ５留分に含まれるシクロペンタジエンを熱二量化して得られるジシクロペンタ
ジエンを原料にしたジシクロペンタジエン樹脂などに、フェノール類を付加させた石油樹
脂（炭化水素樹脂）である。本発明で好ましく用いられるフェノール変性石油樹脂は、石
油の分解油留分に含まれるスチレン、ビニルトルエン、クマロン、インデンなどを、フェ
ノール類と付加重合させたものである。
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【００４３】
　これらのうちでは、特に、石油の分解油留分に含まれるジオレフィン、モノオレフィン
などのＣ９留分を、フェノール化合物の存在下でカチオン重合して得られたフェノール変
性Ｃ９系石油樹脂を使用するのが低価格であり、また、作業性の点で好ましい。フェノー
ル変性炭化水素樹脂としては、水酸基価５～６０程度、好ましくは２０～６０のものが望
ましい。水酸基価がこれより小さいと接着性等の改質効果が低下し、また水酸基価がこれ
より大きくなると分子量が小さくなり作業性が低下する傾向があり、上記範囲では、接着
性、作業性共に優れた組成物が得られる傾向がある。なお、フェノール変性Ｃ９系石油樹
脂の水酸基価を前記範囲に調製するには、Ｃ９留分１００重量部に対し、通常、フェノー
ル化合物を５～４０重量部程度、好ましくは１０～３０重量部の量で用いればよい。フェ
ノール類としては、フェノール、クレゾール、キシレノールなどが使用される。フェノー
ル類の含有量は、フェノール変性樹脂中に５～５０重量％で、かつ分子当り平均１～３個
付加したものが好ましい。
【００４４】
　このフェノール類の含有量が５重量％未満では、硬化性が低下し、Ｔｇも低く、靭性が
低下する傾向があり、また５０重量％を越えると、塗膜の吸水率が大きくなる傾向がある
。このような液状炭化水素樹脂（ａ３）の平均分子量等は、得られる塗料の塗装硬化条件
（例：常乾塗装あるいは焼付け塗装等）などにも依り、一概に決定されないが、その分子
量が通常２００～１０００であり、粘度が３０～１００００（１万）ｃＰｓ／２５℃のも
のが用いられる。
【００４５】
　このような常温で液状の炭化水素樹脂として、上市されているものとしては、「ネシレ
ス（Ｒ）ＥＰＸ－Ｌ、ネシレス（Ｒ）ＥＰＸ－Ｌ２」（以上、ＮＥＶＣＩＮ社製／フェノ
ール変性炭化水素樹脂）、「ＨＩＬＥＮＯＬ（Ｒ）ＰＬ－１０００Ｓ」（韓国ＫＯＬＯＮ
 ＣＨＥＭＩＣＡＬ社／Ｃ９系炭化水素樹脂）、キシレン樹脂の「ニカノール（Ｒ）Ｙ－
５１」（三菱ガス化学（株）製／キシレン樹脂）などが挙げられる。本発明においては、
上記液状炭化水素樹脂（ａ３）は、主剤成分（Ａ-i）中に、通常０～７０重量％、好まし
くは５～４０重量％の量で含まれ、本発明の組成物中には通常０～２０重量％、好ましく
は５～２０重量％、さらに好ましくは５～１０重量％の量で含まれていることが望ましい
。
【００４６】
　また、主剤成分（Ａ-i）中のエポキシ樹脂（ａ１）とウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２
）と液状炭化水素樹脂（ａ３）の固形分（非揮発性の塗膜形成要素）合計１００重量部中
に、液状炭化水素樹脂（ａ３）は固形分として、０～７０重量部、好ましくは５～３０重
量部の量で含まれていることが望ましい。このような量で液状炭化水素樹脂（ａ３）が含
まれていると、得られるエポキシ樹脂組成物は、高伸び率を有する組成物となり、また得
られる塗膜は、高可撓性を有し、耐クラック性が良好となる傾向がある。
＜主剤成分に配合可能なその他の成分＞
　主剤成分（Ａ-i）には、上記主剤のエポキシ樹脂（ａ１）、ウレタン変性エポキシ樹脂
（ａ２）、液状炭化水素樹脂（ａ３）などの他に、通常、塗料等に配合可能な各種成分が
含まれていてもよい。例えば、非反応性の可撓性付与樹脂、反応性希釈剤、顔料成分（例
：体質顔料、着色顔料、防錆顔料）、付着強化剤（例：シランカップリング剤）、上記以
外の熱可塑性樹脂、可塑剤、無機脱水剤（安定剤）、溶剤、タレ止め・沈降防止剤、防汚
剤、その他の塗膜形成成分などが配合されていてもよい。
（イ）非反応性の可撓性付与樹脂
　本発明においては、主剤成分（Ａ-i）に、さらに、非反応性の可撓性付与樹脂として、
上記以外の石油樹脂である常温固形の石油樹脂、キシレン樹脂、クロマンインデン樹脂、
インデンスチレン樹脂などを本発明の目的に反しない範囲で配合して用いてもよい。これ
らの非反応性の可撓性付与樹脂は、主剤成分（Ａ-i）中に０～５０重量％、好ましくは５
～２０重量％となるような量でブレンドして用いてもよい。また、主剤成分（Ａ-i）には
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、経済性及び防食性などの観点からタールを添加してもよく、その場合、このタールは、
主剤成分（Ａ-i）中に通常、０～５０重量％、好ましくは５～４０重量％となるような量
でブレンドして用いてもよい。
【００４７】
　上記非反応性可撓性付与樹脂として上市されているものとしては、常温固形の石油系樹
脂である、「ネオポリマー（Ｒ）－Ｅ－１００」、「ネオポリマー（Ｒ）Ｋ－２」、「ネ
オポリマー（Ｒ）Ｋ３」（以上は、日本石油化学（株）製／Ｃ９系炭化水素樹脂）、「Ｈ
ＩＬＥＮＯＬ（Ｒ） ＰＬ－４００」（韓国ＫＯＬＯＮＣＨＥＭＩＣＡＬ社／Ｃ９系炭化
水素樹脂）などが挙げられる。これらの樹脂は、他の樹脂との相溶性が良い。本発明では
、可撓性（高伸び率）をより考慮すれば、固形より液状の石油樹脂を添加するとその効果
が大きいが、防食性、塗膜表面状態などを考慮して、数種の石油系樹脂を混合して使用し
てもよい。
（ロ）反応性希釈剤
　応性希釈剤は、低温での硬化促進作用の向上にも寄与でき、このような反応性希釈剤と
しては、具体的には、例えば、フェニルグリシジルエーテル、アルキルグリシジルエーテ
ル（アルキル基の炭素数１～１０、好ましくは１～５、例：ブチルグリシジルエーテル）
、バーサティック酸（Versatic acid）グリシジルエステル[Ｒ1Ｒ2Ｒ3Ｃ－ＣＯＯ－Ｇｌ
ｙ、Ｒ1＋Ｒ2＋Ｒ3＝Ｃ８～Ｃ１０のアルキル基、Ｇｌｙ：グリシジル基]、α-オレフィ
ンエポキサイド（ＣＨ3-（ＣＨ2）n-Ｇｌｙ、ｎ＝１１～１３、Ｇｌｙ：グリシジル基）
、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル（Ｇｌｙ-Ｏ-（ＣＨ2）6-Ｏ-Ｇｌｙ、
Ｇｌｙ：同上）、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル（Ｇｌｙ-Ｏ-ＣＨ2-Ｃ（
ＣＨ3）2-ＣＨ2-Ｏ-Ｇｌｙ、Ｇｌｙ：同上）、トリメチロールプロパントリグリシジルエ
ーテル（ＣＨ3-ＣＨ2-Ｃ（ＣＨ2-Ｏ-Ｇｌｙ）3、Ｇｌｙ：同上）、アルキルフェノールグ
リシジルエーテル［アルキル基の炭素数１～１０、好ましくは１～５、例：メチルフェノ
ールグリシジルエーテル、エチルフェノールグリシジルエーテル、プロピルフェノールグ
リシジルエーテル］等が挙げられる。これらの反応性希釈剤のうちでは、エポキシ基を含
有するものが好ましく、さらには、上記アルキルフェノールグリシジルエーテルが低粘度
であり、希釈効果を発揮でき、塗料のハイソリッド化（すなわち、塗料中の固形分濃度が
高く、低溶剤含量となり、少ない塗装回数で塗膜の厚膜化を図ることができること）を図
ることができ、低公害化を図ることができるため好ましい。これら反応性希釈剤は、１種
または２種以上組み合わせて用いることができる。
【００４８】
　このような反応性希釈剤としては、「ＮＣ－５１３」（アルキレイティッドフェノール
グリシジルエーテル、カードライト社製）が、特に低粘度であり、希釈効果があり、塗料
等のハイソリッド化に寄与できるため好ましい。このような反応性希釈剤は、主剤成分（
Ａ-i）中に、通常、０．１～８重量％の量で含有され、また本発明の組成物中には、０．
１～１０重量％の量で含まれていることが望ましい。
（ハ）顔料成分
　顔料成分としては、体質顔料、着色顔料、防錆顔料等が挙げられ、有機系、無機系の何
れでもよく、有機系顔料としては、カーボンブラック、フタロシアニンブルー、紺青等が
あげられる。無機系顔料としては、例えば、チタン白、ベンガラ、黄色ベンガラ、バライ
ト粉、シリカ、タンカル、タルク、白亜、酸化鉄粉、マイカ、硫酸バリウム等のように中
性で非反応性のもの；亜鉛華（ＺｎＯ、酸化亜鉛）、鉛白、鉛丹、亜鉛末、亜酸化鉛粉等
のように塩基性で塗料中の酸性物質と反応性のもの（活性顔料）等があげられる。上記マ
イカのうちで、そのアスペクト比が３０～９０の高アスペクト比マイカが塗膜の耐膨れ性
の向上、クリープ性の減少の観点から好ましく、このような高アスペクト比マイカとして
は、「スゾライトマイカ（Ｒ）２００ＨＫ」（クラレ（株）製、アスペクト比：４０～６
０）等が用いられる。
【００４９】
　なお、染料等の各種着色剤も含まれていてもよい。特に顔料成分の１種である高アスペ
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クト比マイカは、主剤成分（Ａ-i）１００重量部中に、通常５～１０重量部の量で用いら
れると、耐水防食性、耐屈曲性などが向上した塗膜が得られる傾向があるため望ましい。
【００５０】
　またこのマイカを含めた上記各種顔料の配合量は、その用途によっても異なり一概に決
定されないが、通常、合計で、主剤成分（Ａ-i）中に、１０～７５重量％の量で含まれる
ことが多い。また、主剤成分（Ａ-i）中の固形分１００重量部中に、１５～７５重量部程
度の量で含有され、また本発明の組成物中には、１０～７０重量％の量で含有されること
が多い。また、乾燥塗膜中の顔料容量％（ＰＶＣ）は、例えば、２０～５０％、さらには
３０～４０％となるように調整することが望ましい。
（ニ）付着強化剤
　付着強化剤としては、シランカップリング剤などが挙げられる。
【００５１】
　これら付着強化剤のうちで、シランカップリング剤は、通常、同一分子内に２種の官能
基を有し、無機質基材に対する接着力向上に寄与でき、例えば、式：Ｘ－Ｓｉ（ＯＲ）3

［Ｘ：有機質と反応性の官能基（例：アミノ基、ビニル基、エポキシ基、メルカプト基、
ハロゲン基、またはこれらの基を含有する炭化水素基等の基を示し、この炭化水素基には
エーテル結合等が存在していてもよい。）またはアルキル基を示し、ＲＯは、加水分解性
基（例：メトキシ基、エトキシ基）を示す。］で表される。このようなシランカップリン
グ剤としては、具体的には、例えば、「ＫＢＭ（Ｒ）４０３」（γ-グリシドキシプロピ
ルトリメトキシシラン、信越化学工業（株）製）等が挙げられる。
【００５２】
　このような付着強化剤を配合する場合には、該付着強化剤は、主剤成分（Ａ-i）中に、
０．０１～１．０重量％の量で含有され、また、本発明の組成物中には、必要により、０
．０１～２．０重量％、好ましくは０．１～１．０重量％の量で含有されていることが望
ましい。このような量で付着強化剤を主剤成分（Ａ-i）等の中に含む塗料を用いると、付
着性、耐膨れ性、耐クリープ性などに優れた塗膜が得られる傾向がある。
（ホ）熱可塑性樹脂
　熱可塑性樹脂としては、具体的には、例えば、塩化ゴム、塩素化ポリエチレン、塩素化
ポリプロピレン等の塩素化ポリオレフィン；（メタ）アクリル酸メチル系共重合体、（メ
タ）アクリル酸エチル系共重合体、（メタ）アクリル酸プロピル系共重合体、（メタ）ア
クリル酸ブチル系共重合体、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル系共重合体等のアクリル
系樹脂；塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－プロピオン酸ビニル共重合体、
塩化ビニル－イソブチルビニルエーテル共重合体、塩化ビニル－イソプロピルビニルエー
テル共重合体、塩化ビニル－エチルビニルエーテル共重合体等の塩化ビニル系樹脂（塩ビ
共重合体）；スチレン系樹脂；尿素アルデヒド縮合系樹脂；ケトン系樹脂等を挙げること
ができる。このような熱可塑性樹脂は、主剤成分（Ａ-i）中に、０～４０重量％の量で含
有されていてもよく、また、本発明の組成物中には、０～３５重量％の量で含有されてい
てもよい。
（ヘ）タレ止め・沈降防止剤（搖変剤）
　タレ止め・沈降防止剤としては、有機粘度系Ａｌ、Ｃａ、Ｚｎのステアレート塩、レシ
チン塩、アルキルスルホン酸塩などの塩類、ポリエチレンワックス、アマイドワックス、
水添ヒマシ油ワックス系、ポリアマイドワックス系および両者の混合物、合成微粉シリカ
、酸化ポリエチレン系ワックス等があげられ、好ましくは、ポリアマイドワックス、合成
微粉シリカ、酸化ポリエチレン系ワックス、有機粘度系が用いられる。このようなタレ止
め・沈降防止剤としては、楠本化成（株）製の「ディスパロン（Ｒ）305」、「ディスパ
ロン（Ｒ）4200-20」等の他、「ディスパロン（Ｒ）A630-20X」、伊藤精油（株）製の「
ＡＳＡＴ（Ｒ）－２５０Ｆ」等の商品名で上市されているものが挙げられる。
【００５３】
　タレ止め・沈降防止剤は、この主剤成分（Ａ-i）中に、例えば、０．１～１０重量％の
量で含有されていてもよく、また本発明の組成物中には、例えば、０．１～１０重量％の
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量で含有されていてもよい。
（ト）溶剤
　溶剤としては、ケトン類［（例：メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）、メチルエチル
ケトン（ＭＥＫ））、アルコール類（例：ブタノール、メトキシプロパノール、イソプロ
ピルアルコール（ＩＰＡ））、芳香族炭化水素類（例：キシレン、トルエン）、エチレン
ジクロライド、アクリロニトリル、エーテル類（例：メチルターシャリブチルエーテル（
ＭＴＢＥ）、プロピレングリコールモノメチルエーテル（ＰＧＭ））、エステル累（例：
酢酸ブチル）等が挙げられる。これら溶剤は、１種または２種以上組み合わせて用いられ
る。
【００５４】
　上記溶剤の配合量には特に制限はないが、塗工性などを考慮すると、通常、主剤成分（
Ａ-i）中に、通常２～４０重量％、好ましくは５～３０重量％の量で含まれ、また本発明
の組成物中には合計で約５～５０重量％の量で含まれていることが望ましい。本発明にお
いては、上記各種配合成分のうちで、シランカップリング剤に代表される付着強化剤、熱
可塑性樹脂、顔料などは、上記のように主剤成分（Ａ-i）に含有されていてもよく、また
、下記硬化剤成分（Ｂ-i）に含有されていてもよく、あるいは主剤成分（Ａ-i）と硬化剤
成分（Ｂ-i）の両者に含有されていてもよい。
［硬化剤成分（Ｂ-i）］
　本発明に係る第１の組成物に、上記主剤成分（Ａ-i）と共に用いられる硬化剤成分（Ｂ
-i）としては、エポキシ樹脂用硬化剤（ｂ１）が挙げられる。
【００５５】
　このエポキシ樹脂用硬化剤（ｂ１）としては、フェノール樹脂系硬化剤、ポリアミン系
硬化剤、ポリカルボン酸系硬化剤等、従来よりエポキシ樹脂用に用いられているものを特
に制限なく使用できる。具体的には、上記フェノール樹脂系硬化剤としては、フェノール
ノボラック樹脂、ビスフェノールノボラック樹脂、ポリｐ－ビニルフェノール等があげら
れる。
【００５６】
　ポリアミン系硬化剤としては、脂肪族系、脂環族系、芳香族系、複素環系などの何れで
もよい。脂肪族系ポリアミン化合物としては、例えば、アルキレンポリアミン、ポリアル
キレンポリアミン、その他の脂肪族系ポリアミン類などが挙げられ、より具体的には、上
記アルキレンポリアミンとしては、例えば、式：Ｈ2Ｎ－Ｒ1－ＮＨ2（Ｒ1：炭素数１～１
０の炭化水素基側鎖を１個または複数個有していてもよい主鎖炭素数１～１２の二価炭化
水素基）で表され、例えば、メチレンジアミン、エチレンジアミン、１，２－ジアミノプ
ロパン、１，３－ジアミノプロパン、１，４－ジアミノブタン、１，５－ジアミノペンタ
ン、１，６－ジアミノヘキサン、１，７－ジアミノヘプタン、１，８－ジアミノオクタン
、１，９－ジアミノノナン、１，１０－ジアミノデカン等が用いられる。上記ポリアルキ
レンポリアミンとしては、例えば、式：Ｈ2Ｎ－（ＣmＨ2mＮＨ）nＨ（ｍ：１～１０の整
数、ｎ：２～１０、好ましくは２～６の整数）で表され、より具体的には、例えば、ジエ
チレントリアミン、ジプロピレントリアミン、トリエチレンテトラミン、トリプロピレン
テトラミン、テトラエチレンペンタミン、テトラプロピレンペンタミン、ペンタエチレン
ヘキサミン、ノナエチレンデカミン、トリメチルヘキサメチレンジアミン等が挙げられる
。
【００５７】
　その他の脂肪族系ポリアミン類としては、特公昭４９－４８４８０号公報第２４欄など
に記載されているような、テトラ（アミノメチル）メタン、テトラキス（２－アミノエチ
ルアミノメチル）メタン、１，３－ビス（２'－アミノエチルアミノ）プロパン、トリエ
チレン－ビス（トリメチレン）ヘキサミン、ビス（３－アミノエチル）アミン、ビスヘキ
サメチレントリアミン[Ｈ2Ｎ（ＣＨ2）nＮＨ（ＣＨ2）nＮＨ2、ｎ＝６]、等が挙げられる
。
【００５８】
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　脂環族系のポリアミン類としては、より具体的には、１，４－シクロヘキサンジアミン
、４，４'－メチレンビスシクロヘキシルアミン、４，４'－イソプロピリデンビスシクロ
ヘキシルアミン、ノルボルナジアミン、ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、ジアミノ
ジシクロヘキシルメタン、イソホロンジアミン、メンセンジアミン（MDA）等が挙げられ
る。
【００５９】
　芳香族系のポリアミン類としては、ビス（アミノアルキル）ベンゼン、ビス（アミノア
ルキル）ナフタレン、ベンゼン環に結合した２個以上の１級アミノ基を有する芳香族ポリ
アミン化合物、その他の芳香族系ポリアミン類などが挙げられる。
【００６０】
　この芳香族系ポリアミン類として、より具体的には、例えば、ビス（シアノエチル）ジ
エチレントリアミン、ｏ－キシリレンジアミン、ｍ－キシリレンジアミン（ＭＸＤＡ）、
ｐ－キシリレンジアミン、フェニレンジアミン、ナフチレンジアミン、ジアミノジフェニ
ルメタン、ジアミノジエチルフェニルメタン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）プロ
パン、４，４'－ジアミノジフェニルエーテル、４，４'－ジアミノベンゾフェノン、４，
４'－ジアミノジフェニルエーテル、４，４'－ジアミノジフェニルスルホン、２，２'－
ジメチル－４，４'－ジアミノジフェニルメタン、２，４'－ジアミノヒ゛フェニル、２，
３'－ジメチル－４，４'－ジアミノビフェニル、３，３'－ジメトキシ－４、４'－ジアミ
ノビフェニル、ビス（アミノメチル）ナフタレン、ビス（アミノエチル）ナフタレン等が
挙げられる。
【００６１】
　複素環系のポリアミン類としては、より具体的には、Ｎ－メチルピペラジン［ＣＨ3-Ｎ
（ＣＨ2ＣＨ2）2ＮＨ］、モルホリン［ＨＮ（ＣＨ2ＣＨ2）2Ｏ］、１，４－ビス－（８-
アミノプロピル）-ピペラジン、ピペラジン－１，４－ジアザシクロヘプタン、１－（２'
－アミノエチルピペラジン）、１－［２'－（２"－アミノエチルアミノ）エチル］ピペラ
ジン、１，１１－ジアザシクロエイコサン、１，１５－ジアザシクロオクタコサン等が挙
げられる。
【００６２】
　その他、本発明で使用可能なアミン化合物としては、例えば、特公昭４９－４８４８０
号公報第１２頁２４欄第４３行～第１４頁第２８欄第２５行に記載の芳香族系のアミン類
（アミン化合物）を使用することもできる。
【００６３】
　その他、ジエチルアミノプロピルアミン、ポリエーテルジアミン等が挙げられる。さら
には、これらのポリアミン類の変性物、例えば、ポリアミド、ポリアミドアミン（ポリア
ミド樹脂）、エポキシ化合物とのアミンアダクト、マンニッヒ化合物（例：マンニッヒ変
性ポリアミドアミン）、ミカエル付加物、ケチミン、アルジミンなどが挙げられる。
【００６４】
　ポリカルボン酸系硬化剤としては、無水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸、メチル
テトラヒドロ無水フタル酸、３，６－エンドメチレンテトラヒドロ無水フタル酸、ヘキサ
クロルエンドメチレンテトラヒドロ無水フタル酸、メチル－３，６－エンドメチレンテト
ラヒドロ無水フタル酸等があげられる。これらの硬化剤成分（Ｂ-i）は、１種または２種
以上組み合わせて用いられる。
上記ポリアミン系硬化剤として上市されているものとしては、例えば、脂肪族ポリアミン
の「ＡＣＩハードナー（Ｒ）Ｋ－３９」／ＰＴＩジャパン社＝ＩＢＰＴＲジャパン社製）
、ポリアミドアミンの「ＰＡ－６６、ＰＡ－２９」／大竹明新化学（株）製）、マンニッ
ヒ変性ポリアミドアミンの「アデカハードナー（Ｒ）ＥＨ－３４２Ｗ３」／旭電化工業（
株）製）、マンニッヒ変性脂肪族ポリアミンの「サンマイド（Ｒ）ＣＸ－１１５４」／三
和化学（株）製）、フェノルカミンアダクトの「カードライト（Ｒ）ＮＣ５５６Ｘ８０」
／カードライト社）、等が挙げられる。これら硬化剤成分はＮ．Ｖ．５０～１００％に調
製され、その時のＥ型粘度計で測定した粘度は１００～１０００００ｃＰｓ（好ましくは
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５００～１００００ｃＰｓ）の範囲にあると、取扱い性、塗工性に優れるため好ましい。
【００６５】
　このような第１の発明においては、この硬化剤成分（Ｂ-i）と前記主剤成分（Ａ-i）と
は、その当量比（アミン当量／エポキシ当量）が、０．３～１．５、好ましくは０．５～
１．０となるような量で用いることが望ましい。また、上記第１の本発明においては、前
記主剤成分（Ａ-i）１００重量部に対して、上記硬化剤成分（Ｂ-i）が５～２００重量部
、好ましくは１０～４０重量部の量で含まれていることが好ましい。
【００６６】
　このような量で主剤（Ａ-i）に対して、硬化剤成分（Ｂ-i）が含まれていると、得られ
る組成物は高伸び率を有する組成物となり、硬化塗膜は高可撓性を有し、耐クラック性が
良好な塗膜となる傾向がある。
＜硬化剤成分に添加可能なその他の成分＞
　なお、本発明においては、この硬化剤成分（Ｂ-i）には、任意成分として、例えば、硬
化速度の調整、特に促進に寄与できる硬化促進剤が含有されていてもよい。また、この硬
化剤成分（Ｂ-i）には、上記各種配合成分のうちで、主剤成分（Ａ-i）にも配合可能な成
分例えば、シランカップリング剤に代表される付着強化剤、熱可塑性樹脂、顔料、溶剤な
どが含有されていてもよい。硬化促進剤としては、例えば、３級アミン類が挙げられる。
【００６７】
　具体的には、例えば、トリエタノールアミン（Ｎ（Ｃ2Ｈ5ＯＨ）3）、ジアルキルアミ
ノエタノール｛[ＣＨ3（ＣＨ2）n]2ＮＣＨ2ＯＨ、ｎ：繰返し数｝、トリエチレンジアミ
ン［１，４－ジアザシクロ（２，２，２）オクタン］、２，４，６－トリ（ジメチルアミ
ノメチル）フェノール[Ｃ6Ｈ5－ＣＨ2Ｎ（ＣＨ3）2、商品名「バーサミン（Ｒ）ＥＨ３０
」、ヘンケル白水（株）製]、商品名「アンカミン（Ｒ）Ｋ－５４」（エアープロダクツ
社製）等が挙げられる。これら硬化促進剤は、本発明の組成物中に、必要により、０．１
～２．０重量％の量で配合される。本発明で用いられる硬化剤成分（Ｂ-i）にも、上記主
剤成分（Ａ-i）の場合と同様な溶剤が、通常含まれていることが多い。
【００６８】
　上記溶剤の配合量には、特に制限はないが、塗工性などを考慮すると、通常、硬化剤成
分（Ｂ-i）中に、通常１～３０重量％、好ましくは５～２０重量％の量で含まれ、また本
発明の組成物中には合計で、上述したように、約５～５０重量％の量で含まれていること
が望ましい。
【００６９】
　本発明の組成物すなわち、硬化性エポキシ樹脂組成物、塗料組成物、重防食塗料組成物
等の組成物を得るには、上記主剤成分（Ａ-i）を、通常６０～９０重量％の量で、硬化剤
成分（Ｂ-i）を、残部量すなわち、１０～４０重量％（（Ａ-i）＋（Ｂ-i）＝１００重量
％）の量で、例えば、１５～４０℃の温度下に配合し攪拌・混合等すればよい。
＜第２のエポキシ樹脂組成物および防食塗料組成物＞
　本発明に係る第２のエポキシ樹脂組成物および防食塗料組成物（これらをまとめて第２
の組成物、第２の発明などとも言う。）には、（Ａ-ii）上記エポキシ樹脂（ａ１）を含
む主剤成分と、（Ｂ-ii）高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）を含む硬化剤成分と、
が含有されている。この第２の組成物は、前記第１の組成物あるいは後記第３の組成物に
比して、安価で適度な可撓性を有するという特徴を有している。
【００７０】
　この第２の組成物では、上記第１の組成物において、主剤成分として、第１の組成物に
おける主剤成分のうちの１つであるエポキシ樹脂（ａ１）を必須成分として用い、また硬
化剤成分として、上記第１の組成物における硬化剤に変えて、あるいは上記第１の組成物
における硬化剤と共に、下記の高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）を用いる点以外は
、第１の組成物と同様である。従って、例えば、主剤成分（Ａ-ii）としては、前記第１
の組成物における主剤成分中のエポキシ樹脂（ａ１）と同様のもの、すなわち、ビスフェ
ノールＡ型エポキシ樹脂が好ましく用いられる。また主剤成分（Ａ-ii）と硬化剤成分（
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Ｂ-ii）との配合比なども前記第１の組成物の場合と同様であり、添加・配合可能なその
他の成分、量、調製法などについても前記第１の組成物の場合と同様である。
【００７１】
　以下、この第２の組成物の特徴あるいは上記第１の組成物との相違点について説明する
。
　この第２の組成物では、高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）としては、モノまたは
ポリアルキレングリコールのジアミノアルキルエーテル（アルキレングリコール数は２～
１０、好ましくは２～５，アルキレン基はＣ１～Ｃ１０、好ましくはＣ１～Ｃ５，アルキ
ル基はＣ１～Ｃ１０、好ましくはＣ１～Ｃ５）またはさらにそれをポリカルボン酸で変性
したポリアミドアミンなどが挙げられる。これらの高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1
）のうちでは、上記モノまたはポリアルキレングリコールのジアミノアルキルエーテルま
たはさらにそれをポリカルボン酸で変性したポリアミドアミンが好ましく用いられる。
【００７２】
　このようなモノまたはポリアルキレングリコールのジアミノアルキルエーテルまたはさ
らにそれをポリカルボン酸で変性したポリアミドアミンとしては、例えば、ジエチレング
リコールジアミノプロピルエーテル（「アンカミン（Ｒ）１９２２」／エアープロダクツ
社）、ジエチレングリコールジアミノプロピルエーテルをダイマー酸で変性したポリアミ
ドアミン（「アンカマイド（Ｒ）９１０」／エアープロダクツ社）等が挙げられる。本発
明に係る第２の組成物では、上記硬化剤成分（Ｂ-ii）には、上記高弾性付与性アミン系
硬化剤（ｂ１-1）に加えて、さらに、上記高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）以外の
汎用のアミン系硬化剤（ｂ１-2）すなわち上記第１の発明におけるアミン系硬化剤（Ｂ-i
）を含むことが好ましい。
【００７３】
　本発明のさらに好ましい態様では、上記高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）として
、モノまたはポリアルキレングリコールのジアミノアルキルエーテルまたはさらにそれを
ポリカルボン酸で変性したポリアミドアミンからなる群から選ばれた少なくとも１種の高
弾性付与性アミン系硬化剤を用い、上記汎用アミン系硬化剤（ｂ１-2）、すなわち、前記
第１の発明におけるエポキシ樹脂用硬化剤（ｂ１）としては、ポリアミドアミン、マンニ
ッヒ変性脂肪族ポリアミン、フェノルカミンアダクトからなる群から選ばれた少なくとも
１種の汎用アミン系硬化剤を用いることが望ましい。
【００７４】
　このように硬化剤成分（Ｂ-ii）として、高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）と、
それ以外の汎用のアミン系硬化剤（ｂ１-2）（すなわち硬化剤（Ｂ-i））とを組み合わせ
て用いる場合には、高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）を１重量部に対して、それ以
外の汎用のアミン系硬化剤（ｂ１-2）は、０．１～１０重量部の量で用いることが好まし
い。このような量比で、高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）と、それ以外の汎用のア
ミン系硬化剤（ｂ１-2）とを併用すると、（得られる塗膜は防食性に優れ、適度の可撓性
（塗膜の伸び率）と耐屈曲性とを有し、しかも経済的に低コストなどとなる傾向がある。
【００７５】
　本発明において、上記硬化剤成分（Ｂ-ii）を調製するには、成分(ｂ１-1)と成分(ｂ１
-2)とを、成分(ｂ１-1)１００重量部に対して、成分(ｂ１-2)を、通常５～２００重量部
、好ましくは２０～１００重量部の量で、１５～４０℃の温度下に攪拌・混合等すればよ
い。
【００７６】
　また、この第２の組成物においても、前記第１の組成物における主剤成分と硬化剤成分
の配合比と同様に、上記主剤成分（Ａ-ii）１００重量部に対して、硬化剤成分（Ｂ-ii）
が５～２００重量部の量で含まれていることが好ましい。
＜第３のエポキシ樹脂組成物および防食塗料組成物＞
　本発明に係る第３のエポキシ樹脂組成物および防食塗料組成物（以下、まとめて第３の
組成物、第３の発明などとも言う。）には、（Ａ-iii）上記エポキシ樹脂（ａ１）、ウレ
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タン変性エポキシ樹脂（ａ２）および／または液状炭化水素樹脂（ａ３）を含む主剤成分
と、（Ｂ-iii）上記高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）を含む硬化剤成分と、が含有
されている。この第３の組成物は、前記第１の組成物あるいは第２の組成物に比して、特
に、高伸び率を有し、耐クラック性が優れるという特徴を有している。
【００７７】
　この第３の組成物では、前記第１の組成物において、硬化剤成分（Ｂ-iii）として、上
記第２の組成物における硬化剤と同様の高弾性付与性アミン系硬化剤（ｂ１-1）を用いる
点以外は、第１の組成物と同様である。従って、例えば、主剤成分（Ａ-iii）としては、
前記第１の組成物における主剤成分（Ａ-i）と同様のものが用いられ、また主剤成分（Ａ
-iii）と硬化剤成分（Ｂ-iii）との配合比なども前記第１の組成物の場合と同様であり、
添加・配合可能なその他の成分、調製法などについても前記第１の組成物の場合と同様で
ある。
【００７８】
　以下、この第３の組成物の特徴あるいは上記第１あるいは第２の組成物との相違点につ
いて説明する。
　本発明に係る第３の組成物においても、前記第１の組成物の場合と同様に、上記主剤成
分（Ａ-iii）が、エポキシ樹脂（ａ１）、ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）および液状
炭化水素樹脂（ａ３）を含むことが好ましく、さらには、上記エポキシ樹脂（ａ１）が、
ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂であり、上記液状炭化水素樹脂（ａ３）が、液状フェノ
ール変性炭化水素樹脂であることが望ましい。
【００７９】
　本発明に係る第３の組成物では、前記第１の組成物における主剤成分と同様に、上記主
剤成分（Ａ-iii）が、エポキシ樹脂（ａ１）、ウレタン変性エポキシ樹脂（ａ２）および
液状炭化水素樹脂（ａ３）の固形分合計１００重量部に対して、エポキシ樹脂（ａ１）を
１０～１００重量部、好ましくは４０～８０重量部の量で、ウレタン変性エポキシ樹脂（
ａ２）を２～５０重量部、好ましくは５～３０重量部の量で、および液状炭化水素樹脂（
ａ３）を０～７０重量部、好ましくは５～２０重量部の量で含むことが好ましい。
【００８０】
　また、この第３の組成物においても、前記第１の組成物における主剤成分と硬化剤成分
の配合比と同様に、上記主剤成分（Ａ-iii）１００重量部に対して、硬化剤成分（Ｂ-iii
）が５～２００重量部の量で含まれていることが好ましい。
＜組成物の調製、塗膜、被覆基材、防食方法など＞
　上記のような本発明の組成物すなわち、硬化性エポキシ樹脂組成物、塗料組成物、防食
塗料組成物等の組成物を得るには、上記主剤成分（Ａ-i）、（Ａ-ii）あるいは（Ａ-iii
）１００重量部に対して、硬化剤成分（Ｂ-i）、（Ｂ-ii）あるいは（Ｂ-iii）を、通常
、５～２００重量部、好ましくは１０～４０重量部の量で、例えば、１５～４０℃の温度
下に配合し攪拌・混合等すればよい。
【００８１】
　なお、上記各発明の主剤成分（Ａ-i）、（Ａ-ii）あるいは（Ａ-iii）を総称して主剤
成分（Ａ）等とも言うことがあり、また各発明の硬化剤成分（Ｂ-i）、（Ｂ-ii）あるい
は（Ｂ-iii）を総称して硬化剤成分（Ｂ）等とも言うことがある。
【００８２】
　このような本発明に係る組成物によれば、サンドブラス基材鋼板、無機系・有機系ジン
クショッププライマー処理鋼板などとの付着性、破断伸び率、破断値、初期物性（付着性
、屈曲性、耐衝撃性および鉛筆硬度）、防食性試験（温度差試験、塩水浸漬、電気防食、
ソルトスプレー、高温高湿の各試験）の各特性がバランス良く優れた塗膜を形成可能であ
る。すなわち、本発明に係る塗膜は、上記のエポキシ樹脂組成物からなる防食塗料組成物
から形成されており、高可撓性、高伸び率を有し、基板等の応力歪みに良好に追随できる
。
【００８３】
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　また、本発明に係る被覆基材は、上記のように、本発明の塗膜で基材表面が被覆されて
いる。従って、該被覆基材では、鋼板等の基材の応力歪みに追随して塗膜が変形でき、塗
膜にクラックが発生し難く、塗膜は、高可撓性、高伸び率を有し、該被覆基材は、防食性
に優れている。
【００８４】
　本発明に係る基材の防食方法は、基材表面を、上記の塗膜で被覆することを特徴として
いる。本発明の防食方法などによれば、高可撓性（高伸び率）を有し、基板等の応力歪み
に追随できる塗膜を基材表面に低コストで、環境への安全性に優れた塗膜を形成可能であ
る。
【００８５】
　さらに付言すれば、本発明の組成物は、上記したような優れた性能の塗膜を基材表面に
形成できるため、陸上金属製タンクの内外表面、コンクリート製地下排水槽、陸上、地中
、あるいは海中パイプラインなどの上塗り塗装としても使用できるが、船舶、漁業資材（
例：ロープ、漁網、浮き子、ブイ）、火力・原子力発電所の給排水口等の水中構造物、湾
岸道路、海底トンネル、港湾設備、運河・水路等のような各種海洋土木工事の汚泥拡散防
止膜などの各種基材の表面等に塗布、硬化させて、より好適に使用できる。本発明の組成
物は、重防食塗料として好適であり、特に船舶タンク用（例：バラストタンク用、カーゴ
オイルタンク用）、船舶外板用、デッキ用、カーゴホールド用、水中構造物用などの用途
に好適に用いられる。
【００８６】
　また、本発明の組成物は、それ自体を型内などに流し込んで反応硬化させ、船具、漁具
（例：浮き）などの防食性の各種成形体として用いることもできる。本発明の上記組成物
は、例えば塗布されて、乾燥・硬化するとき、主剤成分（Ａ）中に含まれるエポキシ樹脂
中のエポキシ基が開環して、エポキシ酸素（Ｏ）は水酸基（－ＯＨ）となり、またエポキ
シ基を形成していた分子末端の炭素は硬化剤中のアミノ基「－ＮＨ2」などと反応して、
「-ＮＨ－」結合などにて硬化剤と結合しているのであろうと推測される。
［発明の効果］
　(a) 本発明の組成物によれば、船舶および陸上・海洋鋼構造物などの鋼板の応力・歪に
充分追随できるような可撓性を有する二液型のエポキシ系重防食塗料を提供できる。
【００８７】
　(b)また、本発明の組成物を用いることにより、得られる塗膜にクラックが生じ難くな
る。
　(c) また本発明によれば、用途により、可撓性を任意に調整でき、しかもこの本発明の
組成物は、既存のエポキシ系重防食塗料をベースにして、これに特定の成分を配合するこ
とにより、高可撓性を有する塗膜を簡単に得ることができるため、既存の防食塗料の防食
性能を損なわず、安価な防食塗料を提供できる。
【００８８】
　(d) 本発明の組成物によれば、得られる塗膜は、優れた可撓性（柔軟性）があるため、
非鉄金属用塗料、非金属用塗料などとしての利用も期待できる。
　(e) また本発明の組成物は、ＤＮＶ（ノルウエー船級協会）発行の「CorrosionProtect
ion of ships(July 1996)のGuideline No.8 Appendix 2」に記載されている、「船舶のウ
ォーターバラストタンクには、（得られる塗膜の）引張伸び率が４％以上の防食塗料を使
用するように」との要求にも、充分に対応できる。
【００８９】
　(f) 従来の防食用塗料（例：タールエポキシ樹脂塗料、ピュアエポキシ樹脂塗料、変性
エポキシ樹脂塗料、ハイソリッドエポキシ樹脂塗料、無溶剤型エポキシ樹脂塗料など）は
、初期硬化（室温２０℃×７～１０日）では充分な可撓性（引張試験による伸び率２～１
５％、耐屈折性ＪＩＳ Ｋ－５４００、８．１など）を示すが、完全硬化（室温２０℃×
１ヶ月～３ヶ月、室温２０℃×７日＋８０℃×４時間など）後は、伸び率は低下して、最
終的には１％前後まで低下する。また、それに比例して耐屈曲性も低下する。すなわち、
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従来の防食塗膜は経時的に脆くなり、鋼板の応力、歪みに追随できなくなる傾向があった
。
【００９０】
　これに対して、本発明に係る組成物では、
　（イ）：既存のエポキシ系防食用塗料におけるビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（エポ
キシ当量１５０～１０００）をベースとする主剤側に、特殊な可撓性付与樹脂であるウレ
タン変性エポキシ樹脂および／または液状炭化水素樹脂を添加するか、
　（ロ）：汎用の防食塗料用アミン系硬化剤側に、得られる塗膜に高弾力性付与可能な特
殊なアミン系硬化剤を添加するか、あるいは、
　（ハ）：上記（イ）と（ロ）との組み合わせで構成されており、
　このような本発明の（塗料、防食塗料）組成物によれば、既存の防食用塗料の良好な防
食性を損なわず、その組み合わせと添加量の調整を行うだけで、完全硬化後にも充分な可
撓性（引張試験による破断伸び率１％～８０％、実用的な範囲では４～２０％）を保持で
き、充分な耐屈曲性を有する防食性良好な塗膜を形成可能であり、しかも該組成物は安価
であり、従って得られる塗膜も安価であり、経済性に優れる。
［実施例］
　以下、本発明に係るエポキシ樹脂組成物、塗料組成物、防食塗料組成物、その塗膜など
について、実施例に基づいてさらに具体的に説明するが、本発明は、かかる実施例により
何ら制限されるものではない。
【００９１】
　なお、以下の実施例、比較例で用いた試験方法などは以下の通り。また、実施例、比較
例などにおいて、各成分の配合組成等は、その趣旨に反しない限り、重量部表示である。
（１）引張試験
　破断伸び率（％）と破断値（ｋｇｆ／ｃｍ2）の測定「ＪＩＳ Ｋ－７１１３」に準拠し
、試験片の破断伸び率を測定した。試験片としては、２０ｍｍ×１０ｍｍのフリーフィル
ムを下記のようにして作成して、テンシロン（Ｔａｎｓｉｌｏｎ）試験機を使用し、破断
伸び率（％）とそのときの破断値（ｋｇｆ／ｃｍ2）を測定した。
【００９２】
　試験片は、テフロン（登録商標）シートまたは剥離紙に、エアースプレーまたはアプリ
ケーターにて、均一な膜厚（ＤＦＴ２００μｍ）になるように塗装して作成した。この塗
装された試験片を１日間室温乾燥（２０℃）し、規定の大きさに切断して、フリーフィル
ムを作成した。
【００９３】
　さらに、これらのフリーフィルムを（ａ）室温（２０℃）で１４日間自然乾燥する場合
、（ｂ）室温（２０℃）で１ヶ月間自然乾燥する場合、（ｃ）室温（２０℃）で７日間自
然乾燥後に、さらに８０℃で４時間強制乾燥（完全硬化）する場合の３態様で乾燥させた
。得られた各乾燥試験片について、破断伸び率と破断値を測定した。
（２）初期物性と評価
（イ）塗膜外観の試験方法と評価基準
　試験方法としては、まず、サンドブラスト鋼板（７０ｍｍ×１５０ｍｍ×２．３ｍｍ（
厚）、大佑機材（株）製）と、これと同一寸法のサンドブラスト鋼板に耐熱無機ジンクシ
ョッププライマー「セラベスト（商品名）、中国塗料（株）製」を、ＤＦＴ（乾燥塗膜厚
）にて１５μｍとなるように塗装して、屋外曝露状態で１週間以上（１４日間）乾燥させ
た試験片素材（Ｗ／Ｂ）を準備した。これらの試験片素材に各供試試験片をエアースプレ
ーで乾燥膜厚が１８０～２００μｍになるように塗装して、室温（２０℃）で７日間乾燥
させ、供試試験片とした。（＊１）
＜評価基準＞
４：良好、
３：実用レベル、
２：やや劣る、



(20) JP 5255192 B2 2013.8.7

10

20

30

40

50

１：不良。
（ロ）［付着性］
（ａ）碁盤目試験の試験方法と評価基準
　試験片の作成方法は、上記（２）の（イ）の（＊１）と同じ。
【００９４】
　試験方法は、「ＪＩＳ Ｋ－５４００ ８．５．２」の「碁盤目テープ法」に準拠して、
２ｍｍ幅で２５個の升目を作成し、付着試験の残存升目の数を表記した。
＜評価基準＞
　４：切り傷１本毎が細くて両端が滑らかで、切り傷の交点と正方形の一目一目に剥がれ
がなく、欠損部の面積は全正方形面積の５％以内である。
【００９５】
　３：切り傷の両側と交点とに剥がれがあって、欠損部の面積は全正方形面積の５～１５
％である。
　２：切り傷の剥がれの幅が広く、欠損部の面積は全正方形面積の１５～３５％である。
【００９６】
　１：切り傷の剥がれの幅は「評価：２」よりも広く、欠損部の面積は全正方形面積の３
５％以上である。
（ｂ）ナイフ試験の試験方法と評価基準
　試験片の作成方法は、上記（２）の（イ）の（＊１）と同じ。
【００９７】
　試験方法は、ＪＩＳ Ｋ－５４００ ８．５．３の「Ｘカットテープ法」に準じて実施し
た。
＜評価基準＞
　４：剥がれが全くない。（良好）
　３：交点に剥がれが無く、Ｘカット部に僅かに剥がれがある。（実用レベル）
　２：Ｘカット部の交点から何れかの方向に、３ｍｍ以内の剥がれがある。（やや劣る）
　１：テープを貼ったＸカット部の大部分に剥がれがある。（不良）
（ｃ）プルオフ試験の試験方法と評価基準
　試験片の作成方法は、上記（２）の（イ）の（＊１）と同じ。
【００９８】
　試験方法は、ＪＩＳ Ｋ－５４００ ８．７の「付着強さ」に準じて実施した。 モトフ
ジ社製のプルオフゲージによる引張強度試験で、剥離部位および剥離面積％により下記の
通り評価した。
評価基準
【００９９】
【表１】

【０１００】
（ｄ）綜合評価
　４：良好、
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　３：実用レベル、
　２：やや劣る、
　１：不良。
（ハ）屈曲性
　ＪＩＳ Ｋ－５４００ ８．１に準拠し、１０ｍｍの心棒を用いて試験した。
＜評価方法＞
　４：ルーペで見ても全くクラックが無い。
【０１０１】
　３：ルーペで見ると僅かに微小クラックが認められる。
　２：肉眼で小さなクラックが認められる。
　１：大きなクラックが認められ、その数も多い。
（ニ）耐衝撃性
　試験片の作成方法は、上記（２）の（イ）の（＊１）と同じ。
【０１０２】
　ＪＩＳ Ｋ－５４００ ８．３．２に準拠（デュポン式、１ｋｇ×５０ｃｍ）。
＜評価方法＞
　４：撃芯の当たり部（直径約５ｍｍ）からの剥がれ幅が１ｍｍ以内。
【０１０３】
　３：撃芯の当たり部（直径約５ｍｍ）からの剥がれ幅が１ｍｍを超え～２ｍｍ以内。
　２：撃芯の当たり部（直径約５ｍｍ）からの剥がれ幅が２ｍｍを超え～５ｍｍ以内。
　１：撃芯の当たり部（直径約５ｍｍ）からの剥がれ幅が５ｍｍを超える。
（ホ）鉛筆硬度の試験方法と評価基準
　「ＪＩＳＫ－５４００ ８．４」に準拠し、ブリキ板にアプリケーターで２５０μｍ（
乾燥膜厚）となるように塗装し、２０℃で７日間あるいは、２０℃で３ヶ月間（３０日）
乾燥させ、塗膜の硬さを、鉛筆の芯で引っかいて調べ、鉛筆の濃度記号で表した。
(3)防食性
（イ）温度差試験と塗膜外観評価方法と評価基準
　試験片の作成方法は、前述の（２）の（イ）の（＊１）と同じ。
【０１０４】
　試験方法は、「ＪＩＳ Ｋ ５４００ ８．２３」に準拠した。
　供試試験片で、供試塗膜面が５０℃の温水に、裏面が２０℃の水に接するように３０℃
の温度差を与え、６日後の塗膜外観と付着性を評価した。
＜評価基準＞
　４ ：良好。
【０１０５】
　３ ：実用レベル。
　２ ：やや劣る。
　１ ：不良。
（ロ）耐塩水性の試験方法と評価基準
　試験片の作成方法は、前述の（２）の（イ）の（＊１）と同じ。
【０１０６】
　試験方法は、「ＪＩＳ Ｋ ５４００ ８．２３」に準拠した。
　浸漬期間は、４０℃の塩水×３ヶ月。評価基準は、（３）の（イ）と同じ。
（ハ）電気防食性の試験方法と評価基準
　試験片の作成方法は、前述の（２）の（イ）の（＊１）と同じ。
【０１０７】
　試験方法は、「ＡＳＴＭ Ｇ－８」に準拠した。
　浸漬期間は、４０℃の塩水×３ヶ月。評価基準は、（３）の（イ）と同じ。
（ニ）ソルトスプレーの試験方法と評価基準
　試験方法としては、「磨き軟鋼板（７０ｍｍ×１５０ｍｍ×１ｍｍ（厚））、大佑機材
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（株）製」をキシレンで充分脱脂した試験片素材に各供試塗料をエアースプレーでその乾
燥膜厚が１８０～２００μｍ厚となるように塗装して、室温（２０℃）で７日間乾燥させ
、供試試験片とした。（＊２）
　試験方法は、「ＪＩＳ Ｋ－５４００ ９．１」に準拠した。浸漬条件は、３５℃／５％
塩水×２０００時間。
【０１０８】
　評価基準は、（３）の（イ）と同じ。
（ホ）高温高湿試験方法と評価基準
　試験片の作成方法は、前述の（２）の（イ）の（＊１）と同じ。
【０１０９】
　試験方法は、「ＪＩＳ Ｋ－５４００ ９．２」に準拠した。試験条件は、５０℃／９５
％ＲＨ以上×３ヶ月。
　評価基準は、（３）の（イ）と同じ。下記の実施例、比較例で用いた各成分を以下に示
す。
(1)「エピコート８２８Ｘ－９０」
（エポキシ樹脂の種類：ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、シェル（株）製）、一
般名：♯８２８タイプベース（ハイソリッド型）：ハイソリッド（ソルベントレス型）で
ボリュームソリッドが高く７０％以上。
(2)「エピコート８３４Ｘ－８５」
（エポキシ樹脂の種類：ビスフェノールＡエポキシ、シェル（株）製）、一般名：♯８３
４／♯１００１エポキシタイプベース：通常の溶剤型塗料でボリュームソリッドは約５０
～７０％。
(3)「エピコート１００１Ｘ－７５」
（エポキシ樹脂の種類：ビスフェノールＡ型エポキシ、大竹明新化学（株）製）、一般名
：♯１００１エポキシタイプベース：通常の溶剤型塗料でボリュームソリッドは約５０～
７０％。
(4)「Ａｎｃａｒｅｚ２３６４」
ウレタン変性エポキシ樹脂、ＡＩＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ社製、エポキシ当量４７０、粘度
２３０００～３５０００ｃＰｓ／２５℃。
(5)「ＮｅｃｉｒｅｓＥＰＸ－Ｌ」
石油樹脂、ＮＥＶＣＩＮ社製、分子量２９０、フェノール変性芳香族炭化水素樹脂。
(6)「ネオポリマーＫ２」
Ｃ９系石油樹脂、日石化学（株）製。
(7)「ＫＢＭ４０３」
（シランカップリング剤、信越化学工業（株）製）
(8)「Ｆ－２タルク」
（タルク、富士タルク（株）製）
(9)「チオナＲＣＬ－５７５」
（二酸化チタン、ＳＣＭ社製）
(10)「カーボンブラックＭＡ－１００」
（カーボンブラック、三菱化学（株）製）
(11)「スゾライトマイカ２００ＨＫ」
（高アスペクト比マイカ、アスペクト比５０、クラレ（株）製）
(12)「ＡＳＡＴ－２５０Ｆ」
（タレ止め剤、伊藤製油（株）製）
(13)「ラッカマイドＴＤ９６６」
（ポリアミドアミン、大日本インキ化学工業（株）製）
(14)「アデカハードナーＥＨ３４２Ｗ３」
（ＭＸＤＡマンニッヒ変性ポリアミドポリアミン、旭電化工業（株）製）
(15)「サンマイドＣＸ１１５４」
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（一部フェノルカミン変性ＭＸＤＡマンニッヒポリアミン、三和化学（株）製）
(16)「Ａｎｃａｍｉｄｅ ９１０」
（ポリアミドアミン、ＡＩＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ社製）
(17)「ＡＣＩ Ｈａｒｄｅｎｅｒ Ｋ－３９」
（脂肪族ポリアミン，ＰＴＩジャパン（株）製）
(18)「Ａｎｋａｍｉｎｅ Ｋ－５４」
（３級アミン、ＡＩＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ社製）
(19)プロピレングリコールモノメチルエーテル（ＰＧＭ、溶剤、ダイセル化学工業（株）
製）
［実施例１］
＜主剤成分の調製＞
　「エピコート８２８Ｘ－９０」（エポキシ樹脂の種類：ビスフェノールＡ型エポキシ、
シェル（株）製）０重量部と、
　「エピコート８３４Ｘ－８５」（エポキシ樹脂の種類：ビスフェノールＡ型エポキシ、
粘度：２０００～４０００ｃＰｓ、シェル（株）製）１１．３重量部と、
　「エピコート１００１Ｘ－７５」（エポキシ樹脂の種類：ビスフェノールＡ型エポキシ
、シェル（株）製）７．４重量部と、
　「Ａｎｃａｒｅｚ２３６４」（ウレタン変性エポキシ樹脂、ＡＩＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ
社製、エポキシ当量４７０、粘度２３０００～３５０００ｃＰｓ／２５℃）０重量部と、
　「ＮｅｃｉｒｅｓＥＰＸ－Ｌ」（石油樹脂、ＮＥＶＣＩＮ社製、分子量２９０、フェノ
ール変性芳香族炭化水素樹脂）０重量部と、
　「ネオポリマーＫ２」（石油樹脂、日石化学（株）製）１０．８重量部と、
　「ＫＢＭ４０３」（シランカップリング剤、信越化学工業（株）製）０．５重量部と、
　「Ｆ－２タルク」（タルク、富士タルク（株）製）４１．７重量部と、
　「チオナＲＣＬ－５７５」（二酸化チタン、ＳＣＭ社製）５．９重量部と、
　「カーボンブラックＭＡ－１００」（カーボンブラック、三菱化学（株）製）０．０５
重量部と、
　「スゾライトマイカ２００ＨＫ」（高アスペクト比マイカ、アスペクト比５０、クラレ
（株）製）０重量部と、
　「ＡＳＡＴ－２５０Ｆ」（タレ止め剤、伊藤製油（株）製）２．０重量部と、
　溶剤のキシレン１３．４重量部と、
　メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）５．０重量部と、
　メチルエチルケトン（ＭＥＫ）１．０重量部と、
　プロピレングリコールモノメチルエーテル（ＰＧＭ）０重量部と、
　ノルマルブタノール（ｎ－ＢｕＯＨ）１．０重量部との配合物（合計１００重量部）と
、を混合・攪拌して主剤成分を調製した。
＜硬化剤成分の調製＞
　「ラッカマイドＴＤ９６６」（ポリアミドアミン、大竹明新化学（株）製）０重量部と
、
　「アデカハードナーＥＨ３４２Ｗ３」（ＭＸＤＡマンニッヒ変性ポリアミドポリアミン
、旭電化工業（株）製）０重量部と、
　「サンマイドＣＸ１１５４」（一部フェノルカミン変性ＭＸＤＡマンニッヒポリアミン
、三和化学（株）製）０重量部と、
　「Ａｎｃａｍｉｄｅ ９１０」（ポリアミドアミン、ＡＩＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ社製）８
．５重量部と、
　「ＡＣＩ Ｈａｒｄｅｎｅｒ Ｋ－３９」（脂肪族ポリアミン，ＰＴＩジャパン（株）製
）０重量部と、
　「Ａｎｋａｍｉｎｅ Ｋ－５４」（３級アミン、ＡＩＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ社製）０．４
重量部と、
　ノルマルブタノール（ｎ－ＢｕＯＨ）０重量部と、
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　イソブタノール（ｉ－ＢｕＯＨ）１．２重量部と、
　キシレン２．１重量部と、
　プロピレングリコールモノメチルエーテル（ＰＧＭ、溶剤、ダイセル化学工業（株）製
）０重量部と、
　メチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）０重量部との配合物（合計１２．２重量部）とを
、混合・攪拌して硬化剤成分を調製した。
＜硬化性エポキシ樹脂組成物（塗料組成物、防汚塗料組成物）の調製＞
　上記主剤成分１００重量部と、上記硬化剤成分１２．２重量部とを混合して硬化性エポ
キシ樹脂組成物（塗料組成物、防汚塗料組成物）を調製した。
【０１１０】
　該組成物を用いて、上記条件で各種試験を行った。配合組成を表２～３に示す。また、
結果を表５～８に示す。さらに、主な使用原料の商品名、一般名および製造元（あるいは
販売元）を表４に示す。
［実施例２～１２，比較例１～２］
　実施例１において、成分組成およびその配合量をそれぞれ表２～３に示すように変えた
以外は、実施例１と同様にして組成物を調製し、試験を行った。配合組成を表２～３に示
す。また、結果を表５～８に示す。
【０１１１】
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【表２】

【０１１２】
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【表３】

【０１１３】



(27) JP 5255192 B2 2013.8.7

10

20

30

【表４】

【０１１４】
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【表５】

【０１１５】
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【表６】

【０１１６】
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【表７】

【０１１７】
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